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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 20,034 16,771 16,378 14,051 14,356

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) 1,341 370 263 △343 155

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

(百万円) 856 319 118 △1,474 192

包括利益 (百万円) 869 311 △66 △1,233 164

純資産額 (百万円) 22,340 22,059 21,521 19,966 19,868

総資産額 (百万円) 27,159 25,897 26,377 24,692 24,292

１株当たり純資産額 （円） 1,728.17 1,706.46 1,707.69 1,596.35 1,588.54

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 66.22 24.71 9.28 △117.77 15.37

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 82.3 85.2 81.6 80.9 81.8

自己資本利益率 （％） 3.90 1.44 0.54 － 0.97

株価収益率 （倍） 9.41 26.71 64.12 － 49.58

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 748 239 1,879 △58 △828

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) 559 △1,316 863 623 △258

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
(百万円) △279 △347 △487 △334 △258

現金及び現金同等物の期末

残高
(百万円) 11,820 10,432 12,651 12,857 11,522

従業員数
（人）

498 490 487 456 415

(外、平均臨時雇用者数) (150) (139) (122) (94) (96)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第64期の親会社株主に帰属する当期純利益の大幅な減少は、事業構造改善費用の計上や繰延税金資産の取崩

し等によるものであります。

３．第61期、第62期、第63期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

４．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

５．第64期の自己資本利益率及び株価収益率は、親会社株主に帰属する当期純損失及び１株当たり当期純損失金

額であるため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 (百万円) 19,098 15,985 15,813 13,715 13,948

経常利益又は経常損失

（△）
(百万円) 1,311 322 224 △364 137

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) 837 296 96 △1,490 174

資本金 (百万円) 4,673 4,673 4,673 4,673 4,673

発行済株式総数 （株） 14,300,000 14,300,000 14,300,000 14,300,000 14,300,000

純資産額 (百万円) 22,100 21,818 21,454 19,799 19,681

総資産額 (百万円) 27,087 25,712 26,103 24,472 24,035

１株当たり純資産額 （円） 1,709.65 1,687.85 1,702.36 1,582.99 1,573.57

１株当たり配当額
（円）

26 21 21 21 21

(内１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失

金額（△）

（円） 64.82 22.92 7.56 △119.04 13.93

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 81.6 84.9 82.2 80.9 81.9

自己資本利益率 （％） 3.84 1.35 0.44 － 0.88

株価収益率 （倍） 9.61 28.80 78.70 － 54.70

配当性向 （％） 40.1 91.6 277.8 － 150.8

従業員数
（人）

483 475 468 436 393

(外、平均臨時雇用者数) (122) (117) (102) (67) (64)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第61期、第62期、第63期及び第65期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

３．第64期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

４．第64期の自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は、当期純損失及び１株当たり当期純損失金額であるた

め記載しておりません。
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２【沿革】

　当社は、昭和25年設立の西北産業株式会社が日本アンテナ株式会社（株式額面50円、本社江東区）に商号変更した

のち、昭和28年設立の日本アンテナ株式会社（株式額面500円、本社荒川区）を吸収合併（合併期日　昭和55年10月

１日）して現在に至っております。この合併は、被合併会社である日本アンテナ株式会社（本社荒川区）の株式額面

を500円から50円に変更するための法律手続として行われたものであります。

　従って実質上の存続会社は、被合併会社である日本アンテナ株式会社（旧株式額面500円、本社荒川区）であり、

事業内容もすべて同社から引き継いでおりますので、以下に記載する合併前の状況につきましては、別段の記載がな

い限り、実質上の存続会社である日本アンテナ株式会社（本社荒川区）について記載しております。

年月 沿革

昭和28年11月 日本アンテナ株式会社を設立し、自動車用及びテレビ用アンテナの製造販売を開始。

昭和34年12月 九州地区に販路拡大のため、九州営業所（現福岡支店）を開設。

昭和36年10月 関西地区に販路拡大のため、大阪出張所（現大阪支店）を開設。

昭和40年３月 共聴用電子機器を開発、製造販売を開始し、映像通信用電子機器部門へ進出。

昭和40年４月 埼玉県所沢市に所沢工場を新設し、操業開始。

昭和40年12月 通信用アンテナを開発し、製造販売を開始。

昭和41年４月 電気通信工事業を登録し、電気通信工事部門へ進出。

昭和43年２月 埼玉県蕨市に蕨工場を新設し、操業開始。

昭和45年５月 東海地区に販路拡大のため、名古屋出張所（現名古屋支店）を開設。

昭和54年２月 首都圏での販路強化のため、東京営業所（現放送機器営業部）を開設。

昭和62年12月 共聴施設保守サービス部門強化のため、ニチアンＣＡＴＶ㈱（連結子会社）を設立。

平成２年９月 社団法人日本証券業協会に株式を店頭登録する。

平成３年３月 埼玉県鴻巣市に川里工場を新設し、操業開始。

平成３年10月 独国でアンテナ及び電子機器の販売のため、ニッポンアンテナ(ヨーロッパ)ＧｍｂＨ（連結子会
社）を設立。

平成５年10月 各種アンテナ、電子機器の地方生産拠点確立のため、石巻アテックス㈱（現連結子会社）を買収。

平成５年12月 ＩＳＯ9001を認証取得。

平成７年10月 比国にアンテナ、電子機器の海外生産拠点として、ニッポンアンテナ（フィリピン），ＩＮＣ．
（連結子会社）及びＮＡＣデベロップメントコーポレーションを設立。

平成12年６月 米国でアンテナ及び電子機器の販売のため、ニッポンアンテナ（アメリカ）,ＩＮＣ.（連結子会
社）を設立。

平成13年３月 川里工場に業界最大級の大型電波暗室完成。

平成13年６月 ＩＳＯ14001を認証取得。

平成15年４月 中国にアンテナ、電子機器の海外生産拠点として、上海日安電子有限公司（連結子会社）を設立。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成19年４月 ニチアンＣＡＴＶ㈱（連結子会社）を吸収合併。

平成20年８月 欧州における事業再編のため、ニッポンアンテナ（ヨーロッパ）,ＬＴＤ.（連結子会社）を設立。

平成21年１月 ニッポンアンテナ（ヨーロッパ）ＧｍｂＨ（連結子会社）は、ニッポンアンテナ（ヨーロッパ）,
ＬＴＤ.（連結子会社）へ事業を譲渡。

平成22年４月 ジャスダック証券取引所と大阪証券取引所の合併に伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（現東京証
券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード））に上場。

平成24年４月 自動車用アンテナ事業を譲渡するとともに、ニッポンアンテナ（アメリカ）,ＩＮＣ.（連結子会
社）及びニッポンアンテナ（ヨーロッパ）,ＬＴＤ.（連結子会社）の株式並びに上海日安電子有限
公司（連結子会社）の出資持分を譲渡。

平成24年５月 ニッポンアンテナ（フィリピン），ＩＮＣ．（連結子会社）及びＮＡＣデベロップメントコーポ
レーションの株式を譲渡。

平成24年９月 中国にアンテナ、電子機器の開発及び販売拠点として、上海日安天線有限公司（現連結子会社）を
設立。

平成25年７月 東京証券取引所と大阪証券取引所の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）に
上場。

平成26年11月 埼玉県行田市にＮＩＰＰＯＮ　ＡＮＴＥＮＮＡ　ＬＯＧＩＳＴＩＣＳ（物流センター）を新設し、
操業開始。

平成27年１月 所沢工場を閉鎖。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（日本アンテナ株式会社）及び、子会社２社により構成されて

おり、通信用・テレビ受信用等各種アンテナ及び映像通信用電子機器の製造販売と、電気通信工事並びにこれに付帯

する事業を営んでおります。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業にかかる位置付け並びにセグメント情報との関連は、次の

とおりであります。

区分 事業内容 会社名

送

受

信

用

製

品

製

造

事

業

製造・開発
アンテナ及び

映像通信用電子機器

当社

石巻アテックス㈱

上海日安天線有限公司

販売
アンテナ及び

映像通信用電子機器

当社

上海日安天線有限公司

工

事

事

業

電気通信工事

ＣＡＴＶ工事

電波障害対策工事

衛星放送受信工事

当社

　上記区分事業は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」に掲げるセグメントの区分と同一であります。当社グループについて図示すると次のとおりであります。

 

　なお、製品の製造を行う石巻アテックス㈱に対しては、当社が原材料の一部を有償支給しております。
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４【関係会社の状況】

連結子会社

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

  百万円    

石巻アテックス㈱
宮城県

石巻市
92 送受信用製品製造事業 100.0

当社製品の製造

役員の兼任あり

  千人民元    

上海日安天線有限公司

中華人民共和国

上海市

嘉定区

17,659 送受信用製品製造事業 100.0
当社製品の開発・販売

役員の兼任あり

（注）　「主要な事業内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

 

５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

送受信用製品製造事業 350 (90)

工事事業 29 (1)

全社（共通） 36 (5)

合計 415 (96)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含むほか、契約社員を含む）であり、臨時雇用者数（準社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記

載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．当連結会計年度末において、従業員数が前連結会計年度末に比べ41名減少したのは、主として当社グループ

における構造改革の一環として前連結会計年度に早期退職支援プログラムを実施したことによるものであり

ます。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

393(64) 44.4 16.7 6,026,739

 

セグメントの名称 従業員数（人）

送受信用製品製造事業 328 (58)

工事事業 29 (1)

全社（共通） 36 (5)

合計 393 (64)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、契約社員を含

む）であり、臨時雇用者数（準社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

４．当事業年度末において、従業員数が前事業年度末に比べ43名減少したのは、主として当社グループにおける

構造改革の一環として前事業年度に早期退職支援プログラムを実施したことによるものであります。
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(3) 労働組合の状況

　当社の労働組合は「日本アンテナ労働組合」と称し、平成30年３月31日現在における組合員数は271人で上部団

体の「全日産・一般業種労働組合連合会」に加盟しております。労使関係については、概ね良好に推移しておりま

す。

　なお、連結子会社に労働組合はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

(1）経営方針

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。

　当社グループは、急速な進展を見せている情報化社会において、各種アンテナ・関連機器及びＣＡＴＶ・情報通

信システム工事等の幅広い事業分野で、独自技術による良質の製品・サービスを提供し、社会的な評価を得て事業

の発展を遂げ、継続的に企業価値を高めていくことを基本方針としております。

(2）経営戦略等

　当社グループは、アンテナ、映像通信用電子機器、電気通信工事をコア事業と据え、従来の製品・サービスの提

供にとどまらず①周波数再編や新規割当てに伴うあらゆるニーズ②映像と無線、放送と通信の融合による市場の変

化③ＩｏＴ（モノのインターネット）社会における新たな電波利用ニーズの拡大をビジネスチャンスと捉え、積極

的な製品開発、製品・サービス供給に努め、顧客の評価・信頼を得て、業容の拡大を図ってまいります。

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループでは、経営の目標とする指標として、以下の指標を特に重視しております。

　成長性の指標： 売上高、営業利益

　収益性の指標： 売上高営業利益率

　資本効率の指標： ＲＯＡ、ＲＯＥ

(4）経営環境

　当社グループが事業展開している放送と通信の分野は、デジタル化、ＩＰ化、光やワイヤレス化等の情報の高度

化や放送と通信の融合等今後も成長が期待できる分野でありますが、企業間競争はさらに厳しさを増すことが予想

されます。当社グループの今後の発展のためには、市場の変化に対応できる技術力、新製品の開発力が重要となっ

ております。

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかな回復基調にあり、また東京オリンピックに向けたインフラ投

資が継続する等、一定の経済効果が期待されます。

　しかしながら、足元の個人消費は足踏み状態が続いており、また貿易摩擦や地政学的リスクへの懸念が残る等、

依然として厳しい状況が続くものと予想されます。

　当社グループを取巻く環境は、放送関連機器につきましては、当連結会計年度を通して新設住宅着工戸数が前年

同月を下回る傾向にあり、総じて低調に推移しております。また、テレビの出荷台数も、全体としては伸び悩みが

あるものの、４Ｋテレビやハイブリッドキャスト対応テレビが堅調でありますが、企業間競争が激化する中、なお

予断を許さない状況が続いております。

　通信用アンテナにつきましては、総務省の周波数再編アクションプランに伴う官公庁や通信事業者向けアンテナ

や、ＩｏＴ関連製品としての事業者向け通信モジュール用アンテナには、継続して需要があるものとみておりま

す。

　工事事業においては、新築ビル内共聴工事、ビル内共聴改修工事や、テレビ受信障害対策工事、電気工事等が中

心となると予想しております。

　このような状況の中で、当社グループといたしましては、構造改革の主眼である全社的な高効率化、集約化と経

営資源の戦略的再配分を引き続き実施し、業容の回復に向けて邁進いたします。

　また、今後も、環境に左右されない強固な経営基盤作りを行い、収益性に重点をおいた企業活動を推進して、販

売・生産・開発の体制を強化するとともに、事業環境の変化を新たなる商機と捉え、マーケットリーダーを目指す

べく、中期経営計画（第６次）に取り組んでまいります。

　中期経営計画の「基本戦略」は以下のとおりであります。

①　経営資源の戦略的再配分

②　原価低減・生産効率・品質管理の徹底

③　マーケットニーズを的確に捉えた生販一体の開発体制

④　海外マーケットへの取組強化

⑤　収益管理・リスク管理の強化

⑥　誠実かつ公正で透明性の高い企業風土

⑦　時代・環境の変化に対応する組織・人材集団作り

 

なお、上記記載の将来に関する事項につきましては、当連結会計年度末現在において判断したものであります。
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２【事業等のリスク】

　当社グループの経営成績、株価及び財務状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクは以下のようなものがありま

す。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所

存であります。なお、下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は当連結会計年度末現在におい

て判断したものであり、また、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。

（1）市場環境の変化

　当社グループが事業展開している放送及び通信の分野では、経済、市場環境の変化、技術革新等の外的な要因

により、グループの経営成績に大きな変動をもたらす可能性があります。

（2）製品の価格変動

　当社グループは、事業を展開する市場において激しい競争に晒されており、価格が低下する傾向にあります。

新製品の投入やコスト削減等により利益率の確保に努めておりますが、競争の更なる激化や長期化が業績に影響

を及ぼす可能性があります。

　また、原材料市況の悪化により原材料、部品等の価格上昇が発生した場合においても、コスト削減等で吸収し

きれず、利益率の確保に影響を及ぼす可能性があります。

（3）為替変動

　当社グループは、グローバルに事業展開しているために、為替レートの変動が当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。

（4）製品の欠陥

　当社グループでは、日本及び海外で、世界に認められる品質管理基準の下、製造を行っておりますが、将来に

わたりすべての製品について欠陥が無くリコールが発生しないという保証はありません。大規模なリコールや製

造物責任賠償につながるような製品の欠陥は、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

（5）知的財産権の保護の成否に関するリスク

　当社が知的財産権を適切に保護できない場合、他の第三者が当社の技術等を使用して、当社グループの市場に

おける競争力を弱める可能性があります。

（6）災害リスク

　当社グループが自然災害(地震、台風)等大規模災害の発生により、人的・物的被害や物流機能の麻痺、インフ

ラ機能断絶等が生じ生産拠点の操業停止等重大な影響を及ぼす可能性があります。
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３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループ（当社及び連結子会社）の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以

下「経営成績等」という。）の状況の概要は次のとおりであります。

 

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改善を背景として、景気は緩やかな回復基調が続いて

おりますが、海外経済の不確実性や不安定な金融資本市場動向の影響等の懸念材料もあり、先行きが不透明な状況

のまま推移しました。

　当業界において、テレビの出荷台数に関しましては、４Ｋテレビの構成比が継続して高まっており、有機ＥＬテ

レビの出荷台数も堅調に推移しておりますが、テレビ市場全体の回復には至っておらず、力強さを欠いたまま推移

しております。また、新設住宅着工戸数についても、前連結会計年度比で減少傾向にあり、テレビ関連機器販売や

工事につきましては、引き続き厳しい事業環境が続いております。

　一方で、通信関連機器につきましては、官需向けは前連結会計年度比で減少しておりますが、民需向けは堅調に

推移しております。

　このような状況の中、当社グループは、前連結会計年度から構造改革を実施して、環境に左右されない経営基盤

作りに取り組み、収益性に重点をおいた企業活動の推進や、新製品の開発、コストダウンへの継続的取組、業務の

効率化による経費の適正な運営等に努めてまいりました。

　この結果、テレビ関連機器販売や関連工事は厳しい事業環境下で推移しましたが、通信関連機器の販売におきま

しては、通信事業者向けの機器販売が安定的に伸長したこと等により、当連結会計年度の売上高は14,356百万円

（前連結会計年度比2.2％増）となりました。

　利益面につきましては、営業利益は144百万円（前連結会計年度は292百万円の営業損失）、経常利益は155百万円

（前連結会計年度は343百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期純利益は192百万円（前連結会計年度は

1,474百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

　送受信用製品製造事業

　当事業部門において、放送関連機器の売上高につきましては、家庭用機器の販売が伸び悩んだことや、前連結会

計年度に好調であった事業者向け機器販売の反動減等により、前連結会計年度比減となりました。

　なお、当連結会計年度より、情報関連機器を放送関連機器と呼称しております。これは、近年の「放送と通信の

融合」の潮流に即して、当社の製品イメージを明確化し、訴求力を高めるためであります。

　通信用アンテナの売上高につきましては、官需向けデジタル無線用アンテナは前連結会計年度比で減少しました

が、通信事業者向け基地局アンテナが好調に推移したことにより、前連結会計年度比増となりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は11,572百万円（前連結会計年度比7.5％増）、営業利益は636百万円（同

106.5％増）となりました。

　工事事業

　当事業部門におきましては、新築ビル内共聴工事やアンテナ対策工事が堅調でしたが、共同受信工事や電気工事

が前連結会計年度比で減少したこと等から、売上高は2,783百万円（前連結会計年度比15.2％減）、営業利益は317

百万円（同130.5％増）となりました。

 

　財政状態につきましては、まず、当連結会計年度末の流動資産は、19,322百万円（前連結会計年度比1.8％減）と

なりました。これは、受取手形及び売掛金、材料及び貯蔵品の増加や、現金及び預金の減少等によるものでありま

す。

　固定資産は、4,970百万円（同1.0％減）となりました。これは、工具、器具及び備品の増加や、建物及び構築

物、投資有価証券の減少等によるものであります。

　当連結会計年度末の流動負債は、3,227百万円（前連結会計年度比6.6％減）となりました。これは、支払手形及

び買掛金の増加や、工事未払金の減少等によるものであります。

　固定負債は、1,196百万円（同5.8％減）となりました。これは、退職給付に係る負債の減少等によるものであり

ます。

　当連結会計年度末の純資産の合計は、19,868百万円（前連結会計年度比0.5％減）となりました。

　以上の結果、自己資本比率は81.8％となりました。
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②キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は11,522百万円となり、前連結会計年度末

に比べ1,335百万円減少いたしました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果減少した資金は、828百万円（前連結会計年度は58百万円の減少）となりました。

　これは主に、税金等調整前当期純利益が158百万円となったことや、たな卸資産の減少、減価償却費による増加

と、事業構造改善費用の支払、売上債権の増加、仕入債務の減少による減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果減少した資金は、258百万円（前連結会計年度は623百万円の増加）となりました。

　これは主に、有価証券の売却・償還による収入による増加と、有価証券の取得や有形固定資産の取得による支出

による減少によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果減少した資金は、258百万円（前連結会計年度は334百万円の減少）となりました。

　これは主に、配当金の支払や自己株式の取得によるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

　当連結会計年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

前年同期比（％）

送受信用製品製造事業（百万円） 8,371 110.6

工事事業（百万円） 2,783 84.8

合計（百万円） 11,155 102.8

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

ｂ．受注実績

　当連結会計年度の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％）

送受信用製品製造事業 5,877 143.7 1,141 573.5

工事事業 2,700 84.2 339 80.3

合計 8,577 117.5 1,481 238.1

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当連結会計年度において、送受信用製品製造事業における受注残高が著しく増加しております。

これは、Wireless City Planning株式会社の受注件数が増加したこと等によるものであります。
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ｃ．販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

前年同期比（％）

送受信用製品製造事業（百万円） 11,572 107.5

工事事業（百万円） 2,783 84.8

合計（百万円） 14,356 102.2

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

　相手先

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

Wireless City

Planning株式会社
154 1.1 1,443 10.1

株式会社ヤマダ電機 1,473 10.5 1,352 9.4

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

（2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

 

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成に当っては、決算日における財政状態、経営成績に影響を与えるような見

積り・予測を必要としております。当社は、過去の実績値や状況を踏まえ合理的と判断される前提に基づき、継

続的に見積り・予測を実施しております。

ａ．繰延税金資産

繰延税金資産は、今後の課税所得の予測等を踏まえ計上しております。

ｂ．貸倒引当金

当社グループは、顧客の支払不能時に発生する損失の見積額について、貸倒引当金を計上しております。

ｃ．投資の減損

　当社グループは、長期的な取引関係の維持のために、特定の顧客及び金融機関に対する有価証券を保有して

おりますが、これら株式には価格変動性が高い公開会社の株式と、株価の確定が困難な非公開会社の株式を含

んでおります。当社グループは、投資価値が下落し回復可能性がないと判断した場合、これら有価証券の減損

を実施しております。公開会社の株式は、期末日の株価が取得額の50％以上下落した場合又は６四半期間続け

て30％以上下落しかつ回復可能性がないと判断された場合、また非公開会社の株式は、原則として当該会社の

純資産額が取得額の50％以上下落した場合に、それぞれ回復可能性がないと判断し減損処理を行うこととして

おります。

ｄ．退職給付債務

　従業員に対する退職給付債務は、保険数理計算に基づき決定しております。退職給付債務計算は、その前提

として使用している割引率、報酬水準の増加率や従業員の平均残存勤務期間に影響されます。当社グループ

は、割引率を主として日本国債の金利により決定している他、報酬水準の増加率及び従業員の平均残存勤務期

間については、これまでの実績値に基づき決定しております。
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②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

ａ．当連結会計年度の経営成績等

　当社グループの当連結会計年度の経営成績等は、売上高につきましては、14,356百万円（前連結会計年度比

2.2％増）となりました。これは主に、送受信用製品製造事業では、通信事業者向けアンテナが伸長したもの

の、テレビ用アンテナや関連機器の市況が引き続き厳しい水準にあること、また、工事事業では、電気工事が

伸び悩んだことによるものであります。

　海外売上高は408百万円（同20.1％増）で、連結売上高に占める海外売上高の割合は2.8％と前連結会計年度

より増加しております。これは主に、海外子会社の売上が前連結会計年度で増加したためであります。

　販売費及び一般管理費は4,290百万円（前連結会計年度比3.7％減）となりました。これは主に、前連結会計

年度末に実施した構造改革に伴うコストダウンの効果によるものであります。

　この結果、営業利益は、144百万円（前連結会計年度は292百万円の営業損失）となりました。

　当連結会計年度の営業外損益は、10百万円の利益となりました。これは主に、受取配当金が21百万円と前連

結会計年度比で増加したことと、売上割引が56百万円と前連結会計年度比で減少したことによるものでありま

す。

　この結果、経常利益は155百万円（前連結会計年度は343百万円の経常損失）となりました。

　当連結会計年度の特別損益は、２百万円の利益となりました。これは主に、前連結会計年度にあった事業構

造改善費用がなくなったことと、固定資産売却益３百万円によるものであります。

　経常利益の155百万円に特別損益の利益２百万円を加算し、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は158

百万円となりました。

　当連結会計年度においては、繰延税金資産の回収の可能性を慎重に検討した結果、繰延税金資産の追加計上

を行いました。

　そのため、法人税、住民税及び事業税に法人税等調整額を合算すると、税金費用は△34百万円になりまし

た。

　これにより、親会社株主に帰属する当期純利益は192百万円（前連結会計年度は1,474百万円の親会社株主に

帰属する当期純損失）となりました。

　この結果、１株当たり当期純利益は、15円37銭となりました。

 

ｂ．経営成績に重要な影響を与える要因

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第一部　企業情報　第２　事業の状

況　２　事業等のリスク」に記載のとおりであります。

ｃ．資本の財源及び資金の流動性

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性につきましては、まず、当連結会計年度末における現金及び現

金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,335百万円減少し、11,522百万円となりました。

　重要な資本的支出の予定につきましては、「第３　設備の状況　３　設備の新設、除却等の計画」に記載の

とおりであります。

　資金の源泉につきましては、主に、当連結会計年度末の現金及び現金同等物と営業活動により得られる資金

であります。

　また、資金の効率的調達を行うため、金融機関との間でコミットメントライン1,500百万円の契約を締結して

おります。これに対する当連結会計年度末の借入実行残高はありません。
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ｄ．経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当社グループの経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきまし

ては、下記のとおりの推移であります。

  第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

売上高 （百万円） 20,034 16,771 16,378 14,051 14,356

営業利益又は営業損失（△） （百万円） 1,304 387 233 △292 144

売上高営業利益率 （％） 6.5 2.3 1.4 － 1.0

ＲＯＡ（純利益／総資本） （％） 3.2 1.2 0.5 － 0.8

ＲＯＥ（純利益／自己資本） （％） 3.9 1.4 0.5 － 1.0

 
　当社グループを取り巻く事業環境といたしましては、平成24年３月に地上デジタルテレビ放送への移行が完

了した後、依然として厳しい状況にあるため、売上高は漸減傾向にあります。

　また、営業利益につきましても、売上高の減少とともに減少傾向となっており、継続してコストダウンに努

めたものの、第64期には営業損失を計上いたしました。売上高営業利益率につきましても、シェア獲得競争・

価格競争の激化により、減少傾向にあります。

　ＲＯＡ・ＲＯＥにつきましても、ほぼ一貫して低下しております。

ｅ．セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容

　セグメントごとの経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容につきましては、「第２　事業の状況　

３　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　（1）経営成績等の状況の概要」

に記載のとおりであります。

　なお、財政状態につきましては、当社グループでは、セグメントごとではなく、当社グループ一体としての

資金管理を行っております。
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４【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

 

５【研究開発活動】

　めざましい技術革新と日常文化としての無線通信手段の変遷に伴い、電波資源使途も多様化しており、ネット

ワーク機器との混成による製品、システムが台頭しています。

　生活必需品として浸透している電波利用製品は国民の生活を豊かにするだけでなく、あらゆる物事を簡便に

し、多岐に亘る産業分野・教育・高齢化社会、延いては社会現象をも生む、最も身近な文明の利器となっていま

す。

　その媒体となる電波は悠久の時を経てもなお人類の貴重な資源であり、その利用シーンは計り知れない拡がり

の可能性を秘めています。

　当社グループは媒体としての電波を扱うプロ集団として、お客様のご要望、市場動向を確実に捉えながらユー

スケースをイメージし、放送・通信分野における電波利用シーンに貢献できるよう、日々研究開発活動に取り組

んでおります。

　当連結会計年度におきましては、通信用アンテナ・フィルタ関連では、ＩｏＴ・Ｍ２Ｍとして、「もの・こ

と」を繋ぐ通信モジュールの分野で、確実なデータ伝送、市場での景観に配慮した小型ＭＩＭＯ用アンテナ、お

客様のご要望を取り入れ無線筐体形状に左右されない内蔵型アンテナの開発を奏功させ、市場への展開を図りま

した。今後もＩｏＴ分野が拡充されていく中で、「繋ぐ・継ぐ・結ぶ」をキーワードとして、当社グループのこ

れまでの技術力を礎に高難度開発に挑む姿勢と社会への貢献に向け注力してまいります。

　また、従来のインターネット通信に取って代わる低電力で広いカバレッジを実現したＬＰＷＡ（Ｌｏｗ　Ｐｏ

ｗｅｒ　Ｗｉｄｅ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋ）システムには、お客様の回線上必須となる低雑音増幅器、分配

機器の開発にも勤しみ、迎える第66期の市場投入も計画しており、更にはこれからのＩｏＴ社会での利便性を見

据え、従来の単機能アンテナから多機能アンテナをコンセプトに研究を進めてまいります。

　一方、これまで培った無線通信分野における中核技術の研鑽も怠らずに行い、不感地帯製品、高速道路管理無

線システム関連製品及び消防・防災関連等の安心安全を守る官公庁向けインフラ整備に関わるアンテナ・フィル

タ製品において、ＯＥＭ対応で蓄積した低コスト思考、安定した品質維持のノウハウをお客様、市場に還元すべ

く、開発に取り組んでまいります。

　映像伝送機器関連では本年12月より実用放送が開始されるＢＳ・１１０度ＣＳ左旋４Ｋ・８Ｋ放送用の３．２

ＧＨｚ対応の高シールド、高出力仕様の新製品「棟内ブースタ」や「光送受信機」を供給し、最新ニーズにお応

えしております。また、その他業務用機器として「地デジ受信ＮＴＰサーバ」等を開発し、お客様の潜在的なお

困りごとにお応えしました。

　一般市販品におきましては、コストパフォーマンスを更に追求した「低ＮＦラインブースタ」・「各種分岐

器・分配器」を開発し、お客様・施工業者様のご要望に確実にお応えしてまいりました。

　不要放射対策製品につきましては、本年４月より施行された総務省令に対応した高いシールド性を有した製品

を開発し、販売を開始しております。引き続き「分岐・分配器」・「壁面ＴＶユニット」・「家庭用・共同受信

用ブースタ」・「衛星アンテナ」等を始め、今後も様々な新築・改修ニーズにお応えするためにラインナップ拡

充に努め、４Ｋ・８Ｋ放送の普及促進に貢献してまいります。

　セキュリティ関連機器では、フルＨＤ仕様の映像監視カメラ・モニタのセットを製品化し好評を博しておりま

す。

　ＩｏＴ関連では、新たに開発した水位監視システムを国交省との河川災害対策用共同実験で実際の河川に設置

しデータをクラウドに上げる実証実験を行う等、従来の製品開発に留まらずシステム構築に注力しており、今後

も精力的に開発を行ってまいります。

　当社グループは、人・物を様々な状態で繋ぐ「電波」という目に見えない物を大切に考え、目に見えないから

こそ手を抜くことなく独自の高い品質基準を設定し、周囲の環境に影響を与えにくい・受けにくい製品の研究開

発を行っております。

　お客様の視線に立ち、お客様の思考、志向、指向は何か？との想定と観点から、ご提供させていただく製品の

価値と在り方を常に考え、様々な通信ネットワークの実現に寄与してまいります。

　現在の研究開発は、送受信用製品製造事業の技術部（テクニカルセンターを含む）を中心に推進されており、

当連結会計年度末における既存製品の改良を含む研究開発の人員は87名、研究開発に係る費用の総額は881百万円

であります。

　なお、工事事業の研究開発費につきましては、送受信用製品製造事業で開発、製品化したものを投入するた

め、実際の研究開発費はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、新製品の研究開発及び生産体制の合理化や経営資源の有効活用と業務の効率化のため、総額で213

百万円の設備投資を実施しました。当連結会計年度の設備投資の内訳は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度において、生産能力に重要な影響を及ぼすような設備の売却・撤去又は滅失はありません。

 

セグメントの名称  当連結会計年度  

送受信用製品製造事業  171 百万円

工事事業  0  

計  171  

全社（共通）  41  

合計  213  

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

（平成30年３月31日現在）
 

事業所名(所在地)
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人）

建物及び
構築物

（百万円）

機械装置及
び運搬具
（百万円）

工具、器具
及び備品
（百万円）

土地
（百万円）
(面積㎡)

リース
資産

（百万円）

合計
（百万円）

蕨工場

　(埼玉県蕨市)

送受信用製品

製造事業

アンテナ及び映像

通信用電子機器生

産設備

90 1 4
21

(4,912)
0 118 48( 2)

川里工場

　(埼玉県鴻巣市)

送受信用製品

製造事業
アンテナ生産設備 260 9 74

460

(12,225)
13 817 79(11)

NIPPON ANTENNA

LOGISTICS

　(埼玉県行田市)

送受信用製品

製造事業
物流倉庫 815 0 2

416

(9,237)
0 1,236 8(11)

本社

　(東京都荒川区)

送受信用製品

製造事業・工

事事業・全社

販売設備・電気通

信工事測定器・管

理業務施設

352 － 22
23

(805)
1 399 152(32)

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数の（　）は、嘱託・準社員を外書しております。

 

(2）国内子会社

　重要性に乏しいため、記載を省略しております。

 

(3）在外子会社

　重要性に乏しいため、記載を省略しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案し個々に決定しております

が、多種多様にわたるため、セグメントごとの数値を開示する方法によっております。

　なお、当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は500百万円であり、セグメントごとの内訳は次の

とおりであります。

セグメントの名称
平成30年３月末計画金額

（百万円）
設備等の主な内容・目的 資金調達方法

送受信用製品製造事業 425
設計・開発用システム、機

械装置、金型等
自己資金

工事事業 － － －

小計 425   

全社（共通） 75 合理化・省力化等 自己資金

合計 500   

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．経常的な設備の更新のための売却・除却を除き、重要な設備の売却・除却の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）

(平成30年３月31日)
提出日現在発行数（株）
(平成30年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,300,000 14,300,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 14,300,000 14,300,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成４年５月20日 1,300,000 14,300,000 － 4,673 － 6,318

 （注）株式分割（１：1.1）によるものであります。
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数 100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 7 18 52 51 2 1,874 2,004 －

所有株式数

（単元）
－ 14,174 1,115 11,263 11,952 257 104,171 142,932 6,800

所有株式数の

割合（％）
－ 9.92 0.78 7.88 8.36 0.18 72.88 100.00 －

　（注）　自己株式1,792,650株は、「個人その他」に17,926単元、「単元未満株式の状況」に50株含めて記載しており

ます。

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

瀧澤　さよ 東京都豊島区 2,773 22.17

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目2-1 610 4.88

瀧澤　豊 東京都北区 459 3.67

THE BABK OF NEW YORK, NON-

TREATY JASDEC ACCOUNT

 （常任代理人　株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）

225 LIBERTY STREET, NEW YORK, NEW YORK

10286, USA

 （東京都千代田区丸の内２丁目7-1）

440 3.52

瀧澤　功一 東京都豊島区 396 3.17

横山　惣三郎 東京都中野区 365 2.92

合同会社Ｍ＆Ｓ 東京都中央区日本橋室町１丁目9-1 364 2.91

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目5-5 339 2.71

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13-1 337 2.69

昭和リース株式会社 東京都文京区後楽１丁目4-14 336 2.69

計 － 6,419 51.33

　（注）　瀧澤さよ氏は、平成29年11月10日に逝去されましたが、名義書換未了のため、株主名簿上の名義で記載してお

ります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,792,600 －

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,500,600 125,006 同上

単元未満株式 普通株式 　  6,800 － 同上

発行済株式総数 14,300,000 － －

総株主の議決権 － 125,006 －

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日本アンテナ株式会社

東京都荒川区西尾久

七丁目49番８号
1,792,600 － 1,792,600 12.54

計 － 1,792,600 － 1,792,600 12.54

 

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価格の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 180 120,060

当期間における取得自己株式 － －

　（注）　当期間における取得自己株式には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

い取りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 1,792,650 － 1,792,650 －

　（注）　当期間における処理自己株式数及び保有自己株式数には、平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日ま

での単元未満株式の買取り及び売渡による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけ、収益性の向上と財務体質の強化に努める

とともに、収益力並びに内部留保の状況等を勘案し、安定的かつ継続的な配当を行うこととし、年１回の配当を基本

方針としており、この期末配当の決定機関は株主総会であります。

　なお、内部留保資金につきましては、業容拡大のための設備・研究開発投資、販売拠点網の充実や新規市場開拓等

に対し積極的に有効活用してまいりたいと考えております。

　以上の方針に基づき、当期の配当につきましては、安定的配当の継続に配慮し、当社を取り巻く事業環境を総合的

に勘案した結果、１株当たり21円といたしました。

　当社は、「取締役会の決議によって、毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定

めております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額　　

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成30年６月28日

定時株主総会決議
262 21

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第61期 第62期 第63期 第64期 第65期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 799 697 675 621 767

最低（円） 487 599 542 508 546

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 11月 12月 平成30年１月 ２月 ３月

最高（円） 690 688 712 760 767 764

最低（円） 618 630 661 691 688 726

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性９名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役会長  瀧澤　　豊 昭和26年９月24日生

昭和49年４月 当社入社

昭和61年５月 自動車機器統括部長

平成元年６月 取締役生産副本部長

平成２年１月 取締役第二営業本部長

平成３年６月 取締役第二生産本部長

平成４年６月 常務取締役

平成18年６月 専務取締役

平成19年６月 代表取締役社長

平成30年４月 代表取締役会長（現任）

(注)６ 459

代表取締役社長  瀧澤　功一 昭和48年２月17日生

平成15年５月 当社入社

平成22年１月 通信機器営業部副部長

平成24年６月 通信機器営業部長

平成24年９月 上海日安天線有限公司

董事

平成26年４月 営業本部長

（通信機器・工事担当）

平成26年６月 取締役営業本部長

（通信機器・工事担当）

平成26年12月 常務取締役営業本部長

（営業本部統括・通信機器・工

事担当）

平成27年５月 常務取締役営業本部長

平成28年４月 専務取締役営業本部長

平成30年４月 代表取締役社長（現任）

(注)６ 396

専務取締役 生産本部長 小杉　　弘 昭和30年１月１日生

昭和52年４月 当社入社

平成８年４月 通信機器生産第一部副部長

平成10年４月 通信機器生産部長

平成23年６月 取締役生産本部長

（通信機器担当）

平成24年５月 石巻アテックス株式会社

代表取締役社長（現任）

平成24年６月 取締役生産本部長

（生産本部統括・通信機器担

当）

平成24年９月 上海日安天線有限公司

董事長（現任）

平成26年６月 常務取締役生産統括本部長

（生産本部統括・通信機器担

当）

平成26年12月 常務取締役生産本部長

（生産本部統括・通信機器担

当）

平成28年４月 専務取締役生産本部長（現任）

(注)６ 4

専務取締役 管理本部長 清水　重三 昭和35年11月21日生

昭和58年４月 株式会社協和銀行（現株式会社

りそな銀行）入行

平成21年１月 当社入社

平成21年４月 管理部長

平成21年12月 管理副本部長

平成22年６月 取締役管理本部長

平成24年９月 上海日安天線有限公司

董事（現任）

平成28年４月 常務取締役管理本部長

平成30年４月 専務取締役管理本部長（現任）

(注)６ 1
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役 品質管理部長 永堀　　稔 昭和32年１月３日生

昭和54年４月 当社入社

平成16年４月 品質管理部長

平成24年６月 総務部部付部長

平成24年６月 取締役新規事業準備室長

平成24年12月 取締役生産本部長

（情報ネットワーク機器担当）

平成26年４月 取締役生産本部長

（情報機器・情報ネットワーク

機器担当）

平成27年４月 取締役生産本部長

（情報機器担当）

平成28年５月 取締役生産本部長

（品質管理・業務管理担当）

平成28年12月 取締役品質管理部長（現任）

(注)６ 5

取締役  巻幡　雄毅 昭和42年11月18日生

平成４年４月 ファナック株式会社入社

平成７年８月 ＳＡＰジャパン株式会社入社

平成18年３月 マネジメント・プロセス・コン

サルティング株式会社設立

代表取締役社長（現任）

平成27年５月 テノン・システムコンサルティ

ング株式会社取締役（現任）

平成27年６月 当社取締役（現任）

(注)６ －

常勤監査役  濵野　英二 昭和33年３月22日生

昭和57年４月 東亜国内航空株式会社（現日本

航空株式会社）入社

平成22年10月 当社入社

平成24年７月 内部監査室長

平成27年６月 当社常勤監査役（現任）

(注)４ －

監査役  香月　裕爾 昭和33年２月４日生

昭和62年10月 司法試験合格

平成２年４月 東京弁護士会に弁護士登録

小沢・秋山法律事務所入所（現

任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

平成28年６月 株式会社フェイスネットワーク

監査役

平成29年６月 株式会社フェイスネットワーク

取締役（現任）

(注)５ －

監査役  仲井　一彦 昭和26年８月31日生

昭和56年３月 公認会計士登録

平成17年３月 仲井一彦税理士事務所開設（現

任）

平成19年７月 新日本監査法人（現新日本有限

責任監査法人）代表社員

平成22年７月 仲井一彦公認会計士事務所開設

（現任）

平成23年６月 当社監査役（現任）

平成24年３月 株式会社大塚商会監査役（現

任）

平成28年７月 コモタ株式会社監査役（現任）

(注)４ －

    計  866

　（注）１．千株未満は切り捨てております。

２．取締役巻幡雄毅は、社外取締役であります。

３．監査役香月裕爾及び仲井一彦は、社外監査役であります。

４．平成27年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成28年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

当社は、①経営環境の変化に迅速かつ的確に対応できる意思決定と有効かつ効率的な業務遂行による企業価値の

向上、②株主に対する経営の透明性、③コンプライアンス重視、を目指したコーポレート・ガバナンスを経営上の

重要な課題と認識しております。また、コーポレート・ガバナンス充実強化に向けて、継続的に体制整備に取組ん

でおります。

 

①企業統治の体制

(a)企業統治の体制の概要

当社の企業統治の体制は、監査役制度を採用しており、本有価証券報告書提出日現在において取締役は６名、

監査役は３名で、うち社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

社外取締役は、客観的な立場からの経営戦略に対する助言とコーポレート・ガバナンスの一層の強化が期待で

きる方を選任しております。

各社外監査役は、企業法務、財務会計に関する専門的知識及び高い見識を有しており、独立的な立場から適切

な監査ができる方を選任しております。

(b)会社の機関

(c)会社機関の内容

当社は、取締役会を経営の基本方針及び経営に関する重要事項の決定並びに業務執行状況の監視・監督を行う

機関と位置づけ、毎月１回の定例開催と、より機動的な臨時開催により、重要事項をすべて付議し、十分な情

報・資料をもとに慎重な討議を経た上で決議を行っております。

監査役は、取締役会に出席し、各々専門的知識・豊富な経験と客観的な視点で、取締役の職務執行状況及び当

社の業務遂行状況を監視するとともに、経営監視機能充実のため監査役会を定期的に開催し、また社外取締役、

会計監査人や内部監査室との定期的な情報交換及び意見交換の場を設け、相互の連携を図っております。

常務会は、原則として毎月１回開催され、常務取締役以上の役付取締役が出席し、取締役会の基本方針に基づ

き、会社経営及び各業務運営管理に関する重要な執行方針を弾力的かつ迅速に協議決定しております。

(d)現状の企業統治の体制を採用している理由

当社は、経営の高効率化を図り、競争力を高めると同時に、経営の監督機能を強化し、透明性を確保するため

には、上記の体制が適切であると判断し、採用しております。

(e)内部統制システム並びにリスク管理体制の整備状況の概要

当社の内部統制システムといたしましては、当社の業務の適正を確保するための「内部統制システムの整備に

関する基本方針」を定め、必要な体制の整備を進めております。体制整備の状況の概要は次のとおりでありま

す。

ａ．「当社並びに子会社の取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制」

　　当社並びに子会社の取締役及び使用人が、誠実かつ適切な行動をするための共通の価値観・倫理観・行動

の拠り所となる「行動指針」を定め、周知徹底を図っております。
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　　また、取締役及び使用人の法令・定款遵守を徹底するため、コンプライアンス担当取締役を置き関係規程

の制定・整備、さらに行動指針を定めたコンプライアンス小冊子の制定等を行い、啓蒙教育活動を実施する

とともに、「コンプライアンス委員会」を設置、定例的に開催することにより法令等遵守状況を確認し、コ

ンプライアンス体制の維持・向上を図っております。

　　取締役会では取締役間の意思疎通を図るとともに相互に業務執行を監督し、また必要に応じ監査役の意見

を求め、あるいは外部の専門家を起用しアドバイスを受け、違反行為を未然に防止いたします。

　　当社並びに子会社について、内部監査室による計画的な監査の実施により、業務活動の妥当性や法令等の

遵守状況のチェックを行います。法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合は、

速やかに取締役会及び監査役会に報告いたします。

　　当社並びに子会社について、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての社内通報システ

ムを整備し、「内部通報規程」に基づきその運用を行うとともに、通報を行った者へのいかなる不利益な取

扱いも禁止いたします。

ｂ．「取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制」

　　取締役の職務執行に係る文書その他の情報については適正に記録し、「文書管理規程」及び「情報管理規

程」に従い適切に保存及び管理を行うこととし、常時閲覧可能な状態を維持いたします。

ｃ．「当社並びに子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

　　当社並びに子会社の事業展開に係るリスクを認識し、その把握と管理を行い、発生の回避のため及び発生

した場合の適切な対応のための体制を構築いたします。

　　また、当社は、管理本部担当取締役をリスク管理総括責任者と定め、各部門担当取締役と共にカテゴリー

毎のリスクを体系的に管理いたします。

　　不測の事態が発生した場合には、対策本部等を設置・組織し迅速に対応を行い損害の拡大を防止しこれを

最小限に止める体制を整えております。

ｄ．「当社並びに子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」

　　当社は、中期経営計画及び年度事業計画を立案し、連結ベースの目標を設定しております。また、取締

役、監査役及び各事業部門長により構成された「予算委員会」において、定期的に各事業部門長より業績の

レビューと改善策を報告させ、具体的な施策を実施させ、効率的な業務遂行体制を構築しております。

　　取締役の職務執行が効率的に行われるための体制の基礎として、取締役会を毎月１回定例開催するほか、

必要に応じて適宜機動的に臨時開催するものとし、経営の基本方針及び経営に関わる重要事項のすべてを付

議し、十分な情報・資料をもとに慎重な討議を行い、その審議を経て決定しております。

　　取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」及び「職務権限規程」等において、それぞれ

の責任者及びその責任、執行手続の詳細について定めております。

ｅ．「当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制」

　　子会社の経営管理については、「関係会社管理規程」に従い、当社への稟議・報告制度による子会社経営

の管理を行っております。

　　個々の子会社を所管担当する取締役及び担当部署は、子会社の業務執行状況を十分に把握し、損失の危険

及び法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事項を発見した場合には、遅滞なく取締役会及び監査

役会に報告することとしております。

　　また、内部監査室等による当社並びに子会社への監査を通じて業務執行状況のチェックを行っておりま

す。

ｆ．「監査役の職務を補助すべき使用人及びその使用人の取締役からの独立性に関する事項」

　　監査役が必要とした場合は、監査の支援のために補助すべき使用人を置くことができることとしておりま

す。

　　また、監査役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、その命令に関して取締役等の指揮命令を受け

ないこととしております。

　　当該補助使用人の人事異動、評価、懲戒等の人事事項については監査役と事前協議し実施することとして

おります。

ｇ．「取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、その他監査

役の監査が実効的に行われることを確保するための体制」

　　取締役及び使用人は当社並びに子会社の業務又は業績に影響を与える事項等について監査役会に都度報告

するものとし、また監査役会の定めるところに従い監査役の要請に応じて必要な事項の報告及び情報提供を

行っております。

　　当社は、上記記載の当社監査役への報告を行ったすべての者について、報告をしたことを理由として不利

益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を当社並びに子会社に周知いたします。

　　監査役が重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、業務執行に関する重要会議の開催

責任者は、監査役の出席を求めることとしております。

　　また、内部監査室は、監査役との間で、内部監査計画の策定、内部監査結果等について密接な情報交換及

び連携を図っております。

　　取締役は監査役に協力し、監査に係る諸費用については、会社が速やかに支払を行うこととしておりま

す。
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(f)内部統制システム並びにリスク管理体制の運用状況の概要

当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は以下のとおりでありま

す。

ａ．コンプライアンスに関する取組み

　　「行動指針」は、社内イントラネットに掲示し、継続して全役職員への周知徹底を行いました。

　　コンプライアンス委員会を当事業年度中に３回開催し、コンプライアンス意識の浸透を図りました。

ｂ．取締役の職務執行

　　取締役会を毎月開催し、法令や定款に定める重要な事項を審議するほか、各取締役の職務執行状況の報告

を通じて、取締役間の意思疎通を図りました。

　　役付取締役により構成される常務会を毎月開催し、経営に関する意思決定を迅速かつ効率的に行いまし

た。

　　常勤の役員が出席する予算委員会を毎月開催し、各事業部門の業績の状況を把握し、課題の解決を図りま

した。

ｃ．監査役監査の実効性確保

　　社外取締役や内部監査室は、監査役との定期的な情報交換を行い、監査役監査の実効性確保に努めまし

た。

　　常勤監査役は、コンプライアンス委員会、予算委員会等の重要な会議に出席しました。

ｄ．リスク管理

　　当社並びに子会社のリスクの認識と把握を定期的に行い、リスク管理総括責任者へ報告しました。

ｅ．企業集団における業務の適正の確保

　　各子会社を所管担当する取締役は、子会社の経営状況に関する月次報告を受け、適切な管理を行いまし

た。

　　内部監査室は、当社の各事業所並びに子会社の監査計画を立案し、これに基づいた監査を実施して、業務

執行の状況を確認しました。

 

②内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

(a)内部監査

当社は、内部監査部門として内部監査室（専任２名）を設置しており、計画的な監査の実施により、業務活動

の妥当性や法令等の遵守状況のチェックを行い、内部統制の徹底を図っております。

(b)監査役監査

当社の監査役会は３名で構成されており、常勤監査役１名、非常勤の社外監査役２名であります。

監査役は、取締役会に出席し、常勤監査役については、取締役会以外の他の業務遂行に関する会議にも出席

し、適切な監査も行っており、当社の業務遂行状況についても十分監視できる体制になっております。

(c)会計監査

会計監査につきましては、新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しております。

当事業年度において業務を執行した同監査法人の公認会計士の氏名及び監査業務に関わった補助者の構成は以

下のとおりであります。

・業務を執行した公認会計士の氏名

業務執行社員：稲垣正人、千足幸男

・会計監査業務に関わった補助者の構成

公認会計士４名、その他11名

 

③社外取締役及び社外監査役

(a)社外取締役及び社外監査役との関係

社外取締役である巻幡雄毅氏は、コンサルティング会社及びソフトウェア会社における豊富な経験と幅広い見

識を有しており、当社の企業価値の向上のため極めて有益な方であります。

なお、当社は、同氏が経営するコンサルティング会社と顧問契約しておりますが、取引金額は僅少であり、独

立性に影響のないものと判断し選任しております。

また、同氏は、テノン・システムコンサルティング株式会社の取締役を兼任しておりますが、同社と当社との

間には特別な利害関係等はありません。

社外監査役である香月裕爾氏は、当社が顧問契約している法律事務所の弁護士であり、法律専門家として当社

業務執行の適法性確保のため極めて有益な方であります。

もう一人の社外監査役である仲井一彦氏は、公認会計士・税理士であり、会計専門家として当社業務執行の適

法性確保のため極めて有益な方であります。

２名の社外監査役とも、当社との特別な利害関係等はなく、独立的立場から適切な監査が行えると判断し選任

しております。

香月裕爾氏は、株式会社フェイスネットワークの取締役を兼任しておりますが、同社と当社との間には特別な

利害関係等はありません。

仲井一彦氏は、株式会社大塚商会の監査役及びコモタ株式会社の監査役を兼任しておりますが、同社と当社と

の間には特別な利害関係等はありません。
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また、仲井一彦氏は、平成19年から平成22年まで当社の会計監査人である新日本有限責任監査法人の代表社員

に就任しておりましたが、同法人と当社との間には特別な利害関係等はありません。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準又は方針といたしまして

は、当社及び当社の取締役並びに従業員との関係を勘案し、独立性に問題のないことを確認することとしており

ます。

(b)当該事業年度における主な活動状況

・取締役会及び監査役会への出席状況

 

 

取締役会（12回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出　席　率 出 席 回 数 出　席　率

取締役　 巻幡雄毅 12回 100.0％ － －

監査役　 香月裕爾 12回 100.0％ 13回 100.0％

監査役　 仲井一彦 12回 100.0％ 13回 100.0％

(c)取締役会及び監査役会における発言状況

・取締役巻幡雄毅氏は、会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき意見を述べ、当社グループの企

業価値の向上に資する発言を行っております。

・監査役香月裕爾氏は、弁護士として専門的見地から意見を述べ、当社業務執行上の適法性確保の助言・提言

を行っております。

・監査役仲井一彦氏は、公認会計士・税理士として専門的見地から意見を述べ、取締役会の意思決定の妥当

性・適正性を確保するための発言を行っております。

(d)社外取締役及び社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

社外取締役及び監査役は、定期的に会計監査人と意見交換、情報聴取等を行い、監査の経過、内容につき報告

を受け、会計監査の方法及び結果について逐次把握するようにしております。

監査役は、内部監査部門と情報交換に努め、必要に応じて監査に立会う等連携して当社及びグループ各社の監

査の実効性を確保することにしております。また、内部監査室による内部監査の結果については、社外取締役や

社外監査役にも報告する体制となっております。

監査役、内部監査部門及び会計監査人は、内部統制部門から必要な情報提供を受け、内部統制の基本方針に定

める各項目の実施状況について確認しております。

(e)責任限定契約の内容の概要

社外取締役及び各社外監査役は、当社との間で、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を、法令が定める最低責任限度額まで限定する契約を締結しております。

 

④役員報酬等

(a)当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる

役員の員数

（人）
基本報酬

ストック

オプション
賞与

役員退職慰労

引当金繰入額

取締役

（社外取締役を除く。）
114 114 － － － 5

監査役

（社外監査役を除く。）
11 11 － － － 1

社外役員 12 12 － － － 3

計 138 138 － － － 9

(b)連結報酬等の総額が１億円以上である者の連結報酬等の総額等

該当事項はありません。

(c)使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

該当事項はありません。

(d)役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

取締役及び監査役の報酬については、株主総会の決議により、取締役全員及び監査役全員のそれぞれの月額報

酬の上限額（取締役：月額19百万円以内、監査役：月額３百万円以内）を決定しております。

各取締役の月額報酬は、当社の業績や社会・経済情勢等を慎重に勘案した上で、取締役会の決議に基づき決定

し、各監査役の月額報酬は、監査役の協議に基づき決定いたします。
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⑤株式の保有状況

(a)投資株式のうち保有株式が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

  27銘柄　　1,078百万円

(b)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

WHA YU INDUSTRIAL CO., LTD. 5,581,537 460 取引関係の強化

㈱ヤマダ電機 300,000 166 取引関係の強化

㈱りそなホールディングス 129,541 77 取引関係の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 227,620 46 取引関係の強化

上新電機㈱ 35,000 39 取引関係の強化

㈱大京 151,972 33 取引関係の強化

クラリオン㈱ 70,000 32 取引関係の強化

㈱新生銀行 119,350 24 取引関係の強化

㈱ビックカメラ 23,905 24 取引関係の強化

第一生命ホールディングス㈱ 9,800 19 取引関係の強化

パナソニック㈱ 6,930 8 取引関係の強化

㈱リョーサン 2,000 6 取引関係の強化

ホーチキ㈱ 3,300 4 取引関係の強化

㈱マキヤ 3,000 1 取引関係の強化

シンクレイヤ㈱ 2,000 0 取引関係の強化

㈱ベスト電器 5,000 0 取引関係の強化

㈱日立製作所 1,250 0 取引関係の強化

アライドテレシスホールディングス㈱ 11,900 0 取引関係の強化

シャープ㈱ 1,138 0 取引関係の強化

　　みなし保有株式

      該当事項はありません。
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当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

WHA YU INDUSTRIAL CO., LTD. 5,581,537 364 取引関係の強化

㈱ヤマダ電機 301,400 192 取引関係の強化

㈱りそなホールディングス 129,541 72 取引関係の強化

上新電機㈱ 17,500 67 取引関係の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 227,620 43 取引関係の強化

㈱ビックカメラ 24,967 41 取引関係の強化

㈱大京 16,055 34 取引関係の強化

クラリオン㈱ 70,000 23 取引関係の強化

㈱新生銀行 11,935 19 取引関係の強化

第一生命ホールディングス㈱ 9,800 19 取引関係の強化

パナソニック㈱ 6,930 10 取引関係の強化

㈱リョーサン 2,000 7 取引関係の強化

ホーチキ㈱ 3,300 6 取引関係の強化

アライドテレシスホールディングス㈱ 11,900 2 取引関係の強化

㈱マキヤ 3,000 2 取引関係の強化

シンクレイヤ㈱ 2,000 1 取引関係の強化

㈱日立製作所 1,250 0 取引関係の強化

シャープ㈱ 113 0 取引関係の強化

　　みなし保有株式

      該当事項はありません。

　(c)保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに

当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

　　 該当事項はありません。

 

　⑥コーポレート・ガバナンスに関する参考事項

(a)自己の株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨

定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的としております。

(b)取締役の定数

当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。

(c)取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数を持って行う旨定款に定めております。また、取締役の選任は累積

投票によらない旨定款に定めております。

(d)株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

(e)中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨定款に定めております。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 26 － 26 －

連結子会社 － － － －

計 26 － 26 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当する事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当する事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針につきましては、事前に監査報酬に関する説明を受け、

監査日数、監査内容、当社の規模及び業務の特性等を総合的に勘案した上、代表取締役社長が監査役会の同意を

得て適切に決定することとしております。そのため、監査公認会計士等の独立性を損なわない体制を保持してい

るものと考えております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づ

いて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容

を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財

務会計基準機構へ加入し、最新の情報を取得するほか、専門的情報を有する団体等が主催する研修・セミナーへも積極

的に参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,857 11,522

受取手形及び売掛金 4,203 ※２ 4,881

有価証券 192 280

商品及び製品 1,625 1,443

仕掛品 19 28

原材料及び貯蔵品 262 385

未成工事支出金 37 69

繰延税金資産 132 205

その他 352 504

貸倒引当金 △11 △0

流動資産合計 19,672 19,322

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,068 5,068

減価償却累計額 △3,310 △3,412

建物及び構築物（純額） 1,758 1,656

機械装置及び運搬具 1,322 1,107

減価償却累計額 △1,295 △1,085

機械装置及び運搬具（純額） 27 21

工具、器具及び備品 2,431 2,353

減価償却累計額 △2,332 △2,191

工具、器具及び備品（純額） 98 161

土地 1,115 1,115

リース資産 77 116

減価償却累計額 △54 △71

リース資産（純額） 22 44

有形固定資産合計 3,021 2,999

無形固定資産   

ソフトウエア 50 78

リース資産 0 0

電話加入権 22 22

無形固定資産合計 73 100

投資その他の資産   

投資有価証券 1,117 1,078

その他 807 791

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,925 1,870

固定資産合計 5,020 4,970

資産合計 24,692 24,292
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当連結会計年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,651 1,779

工事未払金 429 261

未払費用 169 212

リース債務 11 20

未払法人税等 49 80

賞与引当金 236 222

その他 908 650

流動負債合計 3,456 3,227

固定負債   

リース債務 13 26

退職給付に係る負債 956 879

長期未払金 80 80

繰延税金負債 219 202

その他 － 7

固定負債合計 1,269 1,196

負債合計 4,726 4,424

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,673 4,673

資本剰余金 6,318 6,318

利益剰余金 9,882 9,812

自己株式 △1,246 △1,246

株主資本合計 19,629 19,558

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 288 258

為替換算調整勘定 30 46

退職給付に係る調整累計額 18 4

その他の包括利益累計額合計 337 309

純資産合計 19,966 19,868

負債純資産合計 24,692 24,292
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高   

製品売上高 10,767 11,572

完成工事高 3,284 2,783

売上高合計 14,051 14,356

売上原価   

製品売上原価 ※１ 7,418 ※１ 7,920

完成工事原価 2,472 2,001

売上原価合計 9,891 9,921

売上総利益 4,160 4,434

販売費及び一般管理費   

荷造運送費 315 291

広告宣伝費 76 73

役員報酬 137 140

給料 1,771 1,541

賞与 162 234

賞与引当金繰入額 157 144

福利厚生費 351 331

退職給付費用 105 78

消耗品費 57 56

旅費及び交通費 174 170

支払手数料 154 209

減価償却費 176 129

その他 811 889

販売費及び一般管理費合計 ※１ 4,452 ※１ 4,290

営業利益又は営業損失（△） △292 144

営業外収益   

受取利息 8 13

受取配当金 15 21

為替差益 － 9

貸倒引当金戻入額 1 11

補助金収入 11 10

その他 32 26

営業外収益合計 69 92

営業外費用   

売上割引 62 56

有価証券評価損 7 9

為替差損 12 －

その他 38 16

営業外費用合計 120 81

経常利益又は経常損失（△） △343 155
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 0 ※２ 3

その他 － 0

特別利益合計 0 3

特別損失   

固定資産処分損 ※３ 3 ※３ 0

投資有価証券評価損 4 －

減損損失 ※４ 5 －

事業構造改善費用 ※５ 523 －

特別損失合計 536 0

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△880 158

法人税、住民税及び事業税 47 36

法人税等調整額 546 △70

法人税等合計 594 △34

当期純利益又は当期純損失（△） △1,474 192

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
△1,474 192
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △1,474 192

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 156 △29

為替換算調整勘定 △24 15

退職給付に係る調整額 108 △13

その他の包括利益合計 ※ 240 ※ △27

包括利益 △1,233 164

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △1,233 164

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,673 6,318 11,622 △1,189 21,425

当期変動額      

剰余金の配当   △264  △264

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

  △1,474  △1,474

自己株式の取得    △56 △56

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △1,739 △56 △1,796

当期末残高 4,673 6,318 9,882 △1,246 19,629

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 131 55 △90 96 21,521

当期変動額      

剰余金の配当     △264

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

    △1,474

自己株式の取得     △56

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

156 △24 108 240 240

当期変動額合計 156 △24 108 240 △1,555

当期末残高 288 30 18 337 19,966
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

    （単位：百万円）

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 4,673 6,318 9,882 △1,246 19,629

当期変動額      

剰余金の配当   △262  △262

親会社株主に帰属する当期
純利益

  192  192

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △70 △0 △70

当期末残高 4,673 6,318 9,812 △1,246 19,558

 

      

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

為替換算調整勘定
退職給付に係る調整

累計額
その他の包括利益累

計額合計

当期首残高 288 30 18 337 19,966

当期変動額      

剰余金の配当     △262

親会社株主に帰属する当期
純利益

    192

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△29 15 △13 △27 △27

当期変動額合計 △29 15 △13 △27 △97

当期末残高 258 46 4 309 19,868

 

EDINET提出書類

日本アンテナ株式会社(E01848)

有価証券報告書

38/79



④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△880 158

減価償却費 257 196

賞与引当金の増減額（△は減少） △12 △14

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △12 △96

有価証券評価損益（△は益） 7 9

投資有価証券評価損益（△は益） 4 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 △11

受取利息及び受取配当金 △23 △34

為替差損益（△は益） △0 4

固定資産売却損益（△は益） △0 △2

固定資産処分損益（△は益） 3 0

減損損失 5 －

事業構造改善費用 520 －

売上債権の増減額（△は増加） 431 △621

たな卸資産の増減額（△は増加） 172 16

仕入債務の増減額（△は減少） △416 △45

その他 △38 109

小計 7 △331

利息及び配当金の受取額 23 34

事業構造改善費用の支払額 － △516

法人税等の支払額 △96 △30

法人税等の還付額 6 15

営業活動によるキャッシュ・フロー △58 △828

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 900 －

有価証券の取得による支出 △799 △400

有価証券の売却及び償還による収入 600 301

有形及び無形固定資産の取得による支出 △61 △163

有形及び無形固定資産の売却による収入 0 0

投資有価証券の取得による支出 △2 △3

貸付金の回収による収入 4 3

その他 △17 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 623 △258

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △56 △0

配当金の支払額 △263 △261

リース債務の返済による支出 △13 △18

セール・アンド・リースバックによる収入 － 21

財務活動によるキャッシュ・フロー △334 △258

現金及び現金同等物に係る換算差額 △24 10

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 206 △1,335

現金及び現金同等物の期首残高 12,651 12,857

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 12,857 ※ 11,522
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 2社

連結子会社の名称

石巻アテックス㈱

上海日安天線有限公司

 

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち上海日安天線有限公司の決算日は、12月31日であります。

　連結財務諸表作成に当たっては、上海日安天線有限公司は連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

(イ）満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

(ロ）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品については、全体を時価評価

し、評価差額を損益に計上しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

ロ．デリバティブ

　時価法

ハ．たな卸資産

商品及び製品

　主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）及び移動平均法に

基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

仕掛品

　主として総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

原材料

　主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

貯蔵品、未成工事支出金

　個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）
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(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

 当社及び国内連結子会社は定率法を、また、在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を

採用しております。

（ただし、当社及び国内連結子会社は平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28

年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっております。）

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運搬具 ２～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

 ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法、その他の無形

固定資産については、定額法によっております。

ハ．リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

 当社及び国内連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による

定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

なお、国内連結子会社については、中小企業退職金共済制度に加入しております。

(5）重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

 工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

ロ．その他の工事

 工事完成基準

(6）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。

(8）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（未適用の会計基準等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日改正　企業会計基準

委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日最終改正　企

業会計基準委員会）

 

(1）概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針を企

業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直しが行わ

れたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

 

(2）適用予定日

平成31年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評

価中であります。

 

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基準委員

会）

 

(1）概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な会計

基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいて

はTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年12

月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、収益認識に関する

包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整合性

を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発

点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合

には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であり

ます。
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（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外収益」の「金型売却益」及び「営業外費用」の

「コミットメントフィー」は、営業外収益及び営業外費用それぞれの総額の100分の10以下となったため、当連結

会計年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の

連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」に表示していた「金型売却益」８百万

円、「その他」24百万円は、「その他」32百万円とし、「営業外費用」に表示していた「コミットメントフィー」

37百万円、「その他」１百万円は、「その他」38百万円として組み替えております。

 

（連結貸借対照表関係）

　１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形割引高 20百万円 －百万円

 

※２　連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

受取手形 －百万円 79百万円
 
 

　３　コミットメントライン契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。

コミットメントライン契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

コミットメントライン契約の総額 1,500百万円 1,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 1,500 1,500
 

なお、コミットメントライン契約につきましては、以下の財務制限条項が付されております。

①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持す

ること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにするこ

と。

 

（連結損益計算書関係）

※１　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

当該研究開発費は、給料及び賞与、賞与引当金繰入額、法定福利費等の各科目に含まれております。

　前連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成29年４月１日

　　至　平成30年３月31日）

845百万円 881百万円
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※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

機械装置及び運搬具 0百万円 3百万円

計 0 3

 

※３　固定資産処分損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

固定資産売却損   

機械装置及び運搬具 －百万円 0百万円

計 － 0

固定資産除却損   

建物及び構築物 3百万円 0百万円

機械装置及び運搬具 0 0

工具、器具及び備品 0 0

計 3 0

 

※４　減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類 減損損失の内訳

東京都荒川区 工事関連機器

工具、器具及び備

品、リース資産、ソ

フトウェア

工具、器具及び備品 1百万円

リース資産 0

ソフトウエア 3

計 5

　工事事業における工事関連機器に係る資産グループの収益性が著しく低下したため、帳簿価額を回収可能価額

まで減損しております。

　回収可能価額については、使用価値を零として算定しております。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

　なお、当社グループは、原則として、管理会計上の区分を、独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位

として、資産グルーピングを行っております。

 

※５　事業構造改善費用

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　特別損失における事業構造改善費用は、事業構造改革を推進するための費用であり、その主な内訳は、人員対

策に係る費用508百万円、その他15百万円であります。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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（連結包括利益計算書関係）

※ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 226百万円 △42百万円

組替調整額 － 0

税効果調整前 226 △42

税効果額 △69 13

その他有価証券評価差額金 156 △29

為替換算調整勘定：   

当期発生額 △24 15

組替調整額 － －

為替換算調整勘定 △24 15

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 156 △5

組替調整額 △0 △14

税効果調整前 156 △19

税効果額 △47 5

退職給付に係る調整額 108 △13

その他の包括利益合計 240 △27
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（連結株主資本等変動計算書関係）

 前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度期首

株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度末

株式数

（千株）

 発行済株式     

    普通株式 14,300 － － 14,300

        合計 14,300 － － 14,300

 自己株式     

    普通株式　（注） 1,697 95 － 1,792

        合計 1,697 95 － 1,792

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加95千株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加95千株、単元

未満株式の買取りによる増加０千株であります。

 

２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日  

平成28年６月29日

定時株主総会
普通株式 264 21 平成28年３月31日 平成28年６月30日  

 

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 262 利益剰余金 21 平成29年３月31日 平成29年６月30日

 
 

 当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 

当連結会計年度期首

株式数

（千株）

当連結会計年度

増加株式数

（千株）

当連結会計年度

減少株式数

（千株）

当連結会計年度末

株式数

（千株）

 発行済株式     

    普通株式 14,300 － － 14,300

        合計 14,300 － － 14,300

 自己株式     

    普通株式　（注） 1,792 0 － 1,792

        合計 1,792 0 － 1,792

 （注）　普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加０千株であります。
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２．配当に関する事項

 （１）配当金支払額

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日  

平成29年６月29日

定時株主総会
普通株式 262 21 平成29年３月31日 平成29年６月30日  

 

 （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 

 

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 262 利益剰余金 21 平成30年３月31日 平成30年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 12,857百万円 11,522百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － － 

現金及び現金同等物 12,857 11,522 
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（リース取引関係）

ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

(ア）有形固定資産

主として、送受信用製品製造事業における車両運搬具（機械装置及び運搬具）及び生産設備（工具、器具及

び備品）であります。

(イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社及び当社の連結子会社は、営業活動によって獲得した資金を以て事業運営を行うことを原則としておりま

す。また、余裕資金の運用については、安全性の高い金融商品で運用しております。一部デリバティブを組込んだ

複合金融商品を保有しておりますが、予めリスクの容認程度を設定し、その範囲内での運用に限定しております。

なお、デリバティブについては、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行っておりませ

ん。

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、その一部には、外貨建の

ものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

　有価証券は、デリバティブを組込んだ複合金融商品（他社株転換可能債）であり、信用リスク、流動性リスク及

び価格の変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、工事未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、そ

の一部には、外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されております。

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクに関しては、当社及び当社の連結子会社の社内規程に従い、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を定期的にモニタリングするほか、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。

　有価証券に関しては、投資時に発行体を信用力の高い金融機関に限定し、想定されるリスクについて十分に把

握、協議を経ることにより、また、運用期間中は対象銘柄の株価動向等及び取引金融機関から提示される時価情報

を継続的に把握することにより管理しております。契約の締結に関しては、担当部署が、関係する社内規程に従

い、適正な社内手続を経て実行しております。

　投資有価証券に関しては、定期的に市場価格の時価や発行体の財務状況等を把握しております。

　外貨建債権及び債務の為替変動リスクを低減するため、市場の動向に応じ、必要な範囲内で為替予約取引を利用

しております。

　支払手形及び買掛金、工事未払金は、その決済時において流動性リスクに晒されますが、当社は、毎月資金計画

を見直す等の方法により、そのリスクを回避しております。

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく時価のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 12,857 12,857 －

(2)受取手形及び売掛金 4,203   

　 貸倒引当金 △11   

 4,192 4,192 －

(3)有価証券及び投資有価

証券
   

  その他有価証券 1,143 1,143 －

資産合計 18,193 18,193 －

(4)支払手形及び買掛金 1,651 1,651 －

(5)工事未払金 429 429 －

負債合計 2,081 2,081 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2)受取手形及び売掛金

　信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定

しております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　時価については、主に市場価格によっております。債券は、取引金融機関から提示される価格によって

おります。

負 債

(4)支払手形及び買掛金、(5)工事未払金

　これらは短期間で決済又は納付されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1)現金及び預金 11,522 11,522 －

(2)受取手形及び売掛金 4,881   

　 貸倒引当金 △0   

 4,881 4,881 －

(3)有価証券及び投資有価

証券
   

  その他有価証券 1,192 1,192 －

資産合計 17,595 17,595 －

(4)支払手形及び買掛金 1,779 1,779 －

(5)工事未払金 261 261 －

負債合計 2,041 2,041 －

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1)現金及び預金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

(2)受取手形及び売掛金

　信用リスクを個別に把握することが極めて困難なため、貸倒引当金を信用リスクと見做し、時価を算定

しております。

(3)有価証券及び投資有価証券

　時価については、主に市場価格によっております。債券は、取引金融機関から提示される価格によって

おります。

負 債

(4)支払手形及び買掛金、(5)工事未払金

　これらは短期間で決済又は納付されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

投資有価証券

　非上場株式

 

167

 

167

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（3）

有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 12,857 － － －

受取手形及び売掛金 4,203 － － －

有価証券 200 － － －

合計 17,261 － － －

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内

 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 11,522 － － －

受取手形及び売掛金 4,881 － － －

有価証券 300 － － －

合計 16,703 － － －
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（有価証券関係）

１．売買目的有価証券

　該当事項はありません。

 

２．満期保有目的の債券

　該当事項はありません。

 

３．その他有価証券

前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 950 535 415

小計 950 535 415

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

債券 192 200 △7

小計 192 200 △7

合計 1,143 735 408

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価（百万円） 差額（百万円）

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の

株式 911 538 373

小計 911 538 373

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの

債券 280 300 △19

小計 280 300 △19

合計 1,192 838 353

 

４．売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 0 0 －

(2）債券 301 1 0

合計 301 1 0

（注）債券の「売却額」及び「売却益の合計額」の金額は、償還額を含んでおります。

 

５．売却した満期保有目的の債券

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（平成29年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「（有価証券

関係）その他有価証券」に含めて記載しております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（平成30年３月31日）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　組込デリバティブの時価を区分して測定できない複合金融商品は、複合金融商品全体を時価評価し、「（有価証券

関係）その他有価証券」に含めて記載しております。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社は確定給付型と確定拠出型の制度を採用しております。確定給付型の制度として積立型の確定給付企業年金制

度及び非積立型の退職一時金制度を設けております。なお、従業員の退職等に際して、退職給付会計基準に準拠した

数理計算による退職給付債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。

　国内連結子会社については、中小企業退職金共済制度に加入しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 3,135百万円 2,993百万円
勤務費用 141 125
利息費用 4 3
数理計算上の差異の発生額 △145 △10
退職給付の支払額 △142 △503

退職給付債務の期末残高 2,993 2,609

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

年金資産の期首残高 2,009百万円 2,037百万円
期待運用収益 40 40
数理計算上の差異の発生額 11 △15
事業主からの拠出額 95 79
退職給付の支払額 △119 △411

年金資産の期末残高 2,037 1,729

 

(3）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係る資

産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,573百万円 2,275百万円

年金資産 △2,037 △1,729

 536 546
非積立型制度の退職給付債務 419 333

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 956 879

   
退職給付に係る負債 956 879

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 956 879
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(4）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

勤務費用 141百万円 125百万円
利息費用 4 3
期待運用収益 △40 △40
数理計算上の差異の費用処理額 △5 △19
過去勤務費用の費用処理額 4 4

確定給付制度に係る退職給付費用 105 74

 

(5）退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

過去勤務費用 4百万円 4百万円
数理計算上の差異 151 △24

合　計 156 △19

 

(6）退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
未認識過去勤務費用 △39百万円 △34百万円
未認識数理計算上の差異 65 41

合　計 26 6

 

(7）年金資産に関する事項

①　年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
債券 41％ 46％
株式 27 23
一般勘定 24 24
その他 8 7

合　計 100 100

 

②　長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び将来予想される年金資産の配分と、年金資産を構成

する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(8）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）
割引率 0.13％ 0.15％
長期期待運用収益率 2.00％ 2.00％
予想昇給率 3.23％ 2.94％

 

３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度58百万円、当連結会計年度51百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

未払金・未払費用 30百万円 71百万円

賞与引当金 72  68

退職給付に係る負債 301  271

長期未払金 24  24

貸倒引当金 3  0

ゴルフ会員権等評価損 5  5

減価償却費超過額 35  31

一括償却資産償却超過額 6  6

未払社会保険料 11  16

減損損失 40  44

たな卸資産評価損 93  112

事業構造改善費用 156  1

繰越欠損金 227  312

その他 7  9

繰延税金資産小計 1,017  976

評価性引当額 △872  △761

繰延税金資産合計 145  214

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △127  △114

特別償却準備金 △13  △9

固定資産圧縮積立金 △76  △76

退職給付に係る調整累計額 △8  △2

その他 △7  △9

繰延税金負債合計 △232  △212

繰延税金資産（負債）の純額 △87  2

（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

に含まれております。

 

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 132百万円 205百万円

固定資産－繰延税金資産 －  －

固定負債－繰延税金負債 △219  △202
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率  

　税金等調整前当期

純損失であるため、

記載を省略しており

ます。

 30.86％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.79

法人税の特別控除額  △4.32

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △0.51

住民税均等割等  24.11

評価性引当額  △78.31

連結子会社との税率差異  △0.06

その他  3.76

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △21.69

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

　当社は、支店・営業所等の不動産賃貸契約に基づき、退去時における原状回復に係る債務を資産除去債務とし

て認識しておりますが、資産除去債務の負債計上に代えて、不動産賃貸契約に関する敷金のうち、回収が最終的

に見込めないと認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方法に

よっております。この見積りにあたっては、過去の賃貸借実績に基づいて算出した平均使用見込期間を使用して

おります。また、当連結会計年度末において、敷金の回収が最終的に見込めないと算定した金額は４百万円であ

ります。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社及び関係会社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものでありま

す。

　当社グループは、通信用・テレビ受信用等各種アンテナ及び映像通信用電子機器の製造販売及び電気通信工事の設

計・施工等を行っております。

　当社グループでは、本社に営業本部、工場に生産本部を置く他、国内に当社製品を製造する関係会社、中国に当社

製品を開発及び販売する関係会社を設立し、取り扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

　したがって、当社グループは、製造販売体制を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、

「送受信用製品製造事業」及び「工事事業」の２つを報告セグメントとしております。

　なお、各セグメントに属する主要品目は以下のとおりであります。

セグメント 主要品目

送受信用製品製造事業

衛星用アンテナ・携帯電話用アンテナ・通信用アンテナ及び機器・テレビ受信用

アンテナ・衛星放送受信用機器・ＣＡＴＶ用伝送機器・増幅器及び分配器等テレ

ビ受信用各種機器

工事事業 ＣＡＴＶ工事・ＣＡＴＶインターネット工事・衛星受信工事・電波障害対策工事

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」におけ

る記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額 

送受信用
製品製造事業

工事事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 10,767 3,284 14,051 － 14,051

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 10,767 3,284 14,051 － 14,051

セグメント利益 308 137 446 △738 △292

セグメント資産 8,394 1,585 9,979 14,712 24,692

その他の項目      

減価償却費 193 7 200 56 257

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
39 － 39 21 60

（注）１．調整額の内容は下記のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(3)減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設備

投資額であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業損失と調整を行っております。

３．セグメント負債の金額は、当社の最高経営意思決定機関において定期的に提供・使用しておりません。
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当連結会計年度（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

    （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）

連結財務諸表
計上額 

送受信用
製品製造事業

工事事業 計

売上高      

外部顧客への売上高 11,572 2,783 14,356 － 14,356

セグメント間の内部売上高又は

振替高
－ － － － －

計 11,572 2,783 14,356 － 14,356

セグメント利益 636 317 954 △809 144

セグメント資産 9,746 1,050 10,796 13,495 24,292

その他の項目      

減価償却費 172 0 172 24 196

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
171 0 171 41 213

（注）１．調整額の内容は下記のとおりであります。

(1)セグメント利益の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

(2)セグメント資産の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

(3)減価償却費の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る費用であります。

(4)有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、報告セグメントに帰属しない管理部門に係る設備

投資額であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

３．セグメント負債の金額は、当社の最高経営意思決定機関において定期的に提供・使用しておりません。
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【関連情報】

前連結会計年度（自平成28年４月１日 至平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

　顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 1,473 送受信用製品製造事業

 

当連結会計年度（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　報告セグメントと同一区分のため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

 

(2）有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を

省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）
 

　顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

Wireless City Planning株式会社 1,443 送受信用製品製造事業

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

   （単位：百万円）

 
送受信用

製品製造事業
工事事業 全社・消去 合計

減損損失 － 5 － 5

 

当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　該当事項はありません。

 

（開示対象特別目的会社関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 1,596.35円 1,588.54円

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△）
△117.77円 15.37円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は親

会社株主に帰属する当期純損失金額（△）

（百万円）

△1,474 192

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益金額又は親会社株主に帰属する当期純損

失金額（△）（百万円）

△1,474 192

普通株式の期中平均株式数（株） 12,519,316 12,507,468

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,966 19,868

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,966 19,868

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末

の普通株式の数（株）
12,507,530 12,507,350

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 － － － －

１年以内に返済予定のリース債務 11 20 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除
く。）

－ － － －

リース債務（１年以内に返済予定のものを除
く。）

13 26 － 平成31年～35年

その他有利子負債 － － － －

合計 25 47 － －

 （注）１．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を

連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

２．リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

リース債務 14 7 3 0

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に

より記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 2,681 6,111 9,867 14,356

税金等調整前当期純利益金

額又は税金等調整前四半期

純損失金額（△）（百万

円）

△313 △204 △124 158

親会社株主に帰属する当期

純利益金額又は親会社株主

に帰属する四半期純損失金

額（△）（百万円）

△327 △224 △153 192

１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり四半期純損

失金額（△）（円）

△26.15 △17.97 △12.29 15.37

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

△26.15 8.17 5.69 27.66
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 12,328 10,948

受取手形 864 ※３ 968

売掛金 ※１ 3,317 3,866

有価証券 192 280

商品及び製品 1,633 1,443

仕掛品 1 1

原材料及び貯蔵品 255 370

未成工事支出金 37 69

未収入金 ※１ 260 ※１ 487

繰延税金資産 126 199

その他 75 62

貸倒引当金 △11 △0

流動資産合計 19,082 18,699

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,653 1,564

構築物 101 89

機械及び装置 10 11

車両運搬具 16 0

工具、器具及び備品 67 134

土地 1,115 1,115

リース資産 21 43

有形固定資産合計 2,985 2,958

無形固定資産   

ソフトウエア 38 67

リース資産 0 0

電話加入権 22 22

無形固定資産合計 61 90

投資その他の資産   

投資有価証券 1,117 1,078

関係会社株式 419 419

出資金 0 0

長期貸付金 17 9

破産更生債権等 0 0

長期前払費用 108 101

保険積立金 586 586

その他 92 91

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 2,342 2,287

固定資産合計 5,389 5,335

資産合計 24,472 24,035
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  （単位：百万円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 101 134

買掛金 ※１ 1,505 ※１ 1,596

工事未払金 429 261

リース債務 11 19

未払金 ※１ 868 ※１ 537

未払法人税等 43 76

未払費用 161 200

前受金 3 1

未成工事受入金 12 67

預り金 19 45

賞与引当金 235 221

その他 0 0

流動負債合計 3,393 3,162

固定負債   

リース債務 12 26

退職給付引当金 982 886

長期未払金 80 80

繰延税金負債 203 190

その他 － 7

固定負債合計 1,278 1,190

負債合計 4,672 4,353

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,673 4,673

資本剰余金   

資本準備金 6,318 6,318

資本剰余金合計 6,318 6,318

利益剰余金   

利益準備金 407 407

その他利益剰余金   

特別償却準備金 30 21

固定資産圧縮積立金 173 173

別途積立金 10,320 8,320

繰越利益剰余金 △1,166 753

利益剰余金合計 9,764 9,676

自己株式 △1,246 △1,246

株主資本合計 19,510 19,422

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 288 258

評価・換算差額等合計 288 258

純資産合計 19,799 19,681

負債純資産合計 24,472 24,035
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②【損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 ※１ 13,715 ※１ 13,948

売上原価 ※１ 9,673 ※１ 9,653

売上総利益 4,041 4,294

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 4,348 ※１,※２ 4,172

営業利益又は営業損失（△） △306 122

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 28 ※１ 33

為替差益 － 10

貸倒引当金戻入額 1 11

補助金収入 11 10

その他 23 30

営業外収益合計 65 96

営業外費用   

売上割引 62 56

有価証券評価損 7 9

為替差損 14 －

その他 38 16

営業外費用合計 122 81

経常利益又は経常損失（△） △364 137

特別利益   

固定資産売却益 0 3

その他 － 0

特別利益合計 0 3

特別損失   

固定資産処分損 3 0

投資有価証券評価損 4 －

減損損失 5 －

事業構造改善費用 ※３ 523 －

特別損失合計 536 0

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △900 139

法人税、住民税及び事業税 41 39

法人税等調整額 548 △73

法人税等合計 589 △34

当期純利益又は当期純損失（△） △1,490 174
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 
特別償却準

備金
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 4,673 6,318 6,318 407 13 173 10,320 605 11,519

当期変動額          

特別償却準備金の積立     20   △20 －

特別償却準備金の取崩     △3   3 －

剰余金の配当        △264 △264

当期純損失（△）        △1,490 △1,490

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － 16 － － △1,771 △1,754

当期末残高 4,673 6,318 6,318 407 30 173 10,320 △1,166 9,764

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

当期首残高 △1,189 21,322 131 131 21,454

当期変動額      

特別償却準備金の積立  －   －

特別償却準備金の取崩  －   －

剰余金の配当  △264   △264

当期純損失（△）  △1,490   △1,490

自己株式の取得 △56 △56   △56

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  156 156 156

当期変動額合計 △56 △1,811 156 156 △1,655

当期末残高 △1,246 19,510 288 288 19,799
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

        （単位：百万円）

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計

 
特別償却準

備金
固定資産圧
縮積立金

別途積立金
繰越利益剰

余金

当期首残高 4,673 6,318 6,318 407 30 173 10,320 △1,166 9,764

当期変動額          

特別償却準備金の取崩     △8   8 －

剰余金の配当        △262 △262

別途積立金の取崩       △2,000 2,000 －

当期純利益        174 174

自己株式の取得          

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － △8 － △2,000 1,920 △88

当期末残高 4,673 6,318 6,318 407 21 173 8,320 753 9,676

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式 株主資本合計

その他有価証券評価
差額金

評価・換算差額等合
計

当期首残高 △1,246 19,510 288 288 19,799

当期変動額      

特別償却準備金の取崩  －   －

剰余金の配当  △262   △262

別途積立金の取崩  －   －

当期純利益  174   174

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  △29 △29 △29

当期変動額合計 △0 △88 △29 △29 △118

当期末残高 △1,246 19,422 258 258 19,681
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券の評価基準及び評価方法

①　満期保有目的の債券

　償却原価法（定額法）

②　子会社株式

　移動平均法に基づく原価法

③　その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

　なお、組込デリバティブを区分して測定することができない複合金融商品については、全体を時価評価

し、評価差額を損益に計上しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法

 

(2）デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法

 

(3）たな卸資産の評価基準及び評価方法

①　商品及び製品

　総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

　ただし、購入製品については、移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により

算定）

②　仕掛品

　総平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

③　原材料

　移動平均法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

④　貯蔵品、未成工事支出金

　個別法に基づく原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げ方法により算定）

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。）

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法

　ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

(3）リース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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３．重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

(1）当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

　工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

(2）その他の工事

　工事完成基準

 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

 

５．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により費

用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

 

６．その他財務諸表作成のための重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表における

これらの会計処理の方法と異なっております。

 

(2）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（表示方法の変更）

（損益計算書）

　前事業年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「コミットメントフィー」は、営業外費用の

総額の100分の10以下となったため、当事業年度より「その他」に含めて表示しております。この表示方法の変更

を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」に表示していた「コミットメントフィー」37百万

円、「その他」１百万円は、「その他」38百万円として組み替えております。

 

（貸借対照表関係）

※１　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には次のものがあります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期金銭債権 104百万円 74百万円

短期金銭債務 110 75

 

２　受取手形割引高

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

受取手形割引高 20百万円 －百万円

 

※３　期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当事業年度の末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。
 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

受取手形 －百万円 79百万円
 
 

４　コミットメントライン契約

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行とコミットメントライン契約を締結しており

ます。

コミットメントライン契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。
 

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

コミットメントライン契約の総額 1,500百万円 1,500百万円

借入実行残高 － －

差引額 1,500 1,500
 

なお、コミットメントライン契約につきましては、以下の財務制限条項が付されております。

①　各年度の決算期の末日における連結の貸借対照表における純資産の部の金額を前年同期比75％以上に維持す

ること。

②　各年度の決算期における連結の損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにするこ

と。
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（損益計算書関係）

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

営業取引による取引高   

売上高 4百万円 1百万円

仕入高 986 764

材料有償支給高 541 354

営業取引以外の取引による取引高 45 58

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日　
　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日　
　　至　平成30年３月31日）

荷造運送費 314百万円 289百万円

広告宣伝費 76 73

役員報酬 135 138

給料 1,719 1,478

賞与 156 229

賞与引当金繰入額 157 144

福利厚生費 336 310

退職給付費用 105 78

消耗品費 53 53

旅費及び交通費 159 156

支払手数料 173 239

減価償却費 168 120

 

おおよその割合

販売費 80％ 77％

一般管理費 20 23

 

※３　事業構造改善費用

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

　特別損失における事業構造改善費用は、事業構造改革を推進するための費用であり、その主な内訳は、人員対

策に係る費用508百万円、その他15百万円であります。

 

当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

該当事項はありません。

 

（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式419百万円、前事業年度の貸借対

照表計上額は関係会社株式419百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

未払金・未払費用 30百万円 71百万円

賞与引当金 72  67

退職給付引当金 301  271

長期未払金 24  24

貸倒引当金 3  0

ゴルフ会員権等評価損 5  5

減価償却費超過額 35  31

一括償却資産償却超過額 6  6

未払社会保険料 11  16

減損損失 40  34

たな卸資産評価損 87  107

事業構造改善費用 156  1

繰越欠損金 219  307

その他 7  9

繰延税金資産小計 1,003  954

評価性引当額 △864  △745

繰延税金資産合計 139  209

繰延税金負債    

その他有価証券評価差額金 △127  △114

特別償却準備金 △13  △9

固定資産圧縮積立金 △76  △76

繰延税金負債合計 △217  △200

繰延税金資産（負債）の純額 △77  8

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 
 

当事業年度
（平成30年３月31日）

法定実効税率  

　税引前当期純損失

であるため、記載を

省略しております。

 30.86％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されない項目  2.06

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △2.75

住民税均等割等  27.02

評価性引当額  △84.83

その他  3.05

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △24.59

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区　分
資産の
種　類

当期首
残高

当　期
増加額

当　期
減少額

当　期
償却額

当期末
残高

減価償却
累計額

有形固定

資産
建物 1,653 － 0 89 1,564 2,968

構築物 101 1 － 13 89 263

機械及び装置 10 5 0 3 11 1,053

車両運搬具 16 － 11 5 0 15

工具、器具及び備品 67 109 0 42 134 2,159

土地 1,115 － － － 1,115 －

リース資産 21 38 － 16 43 68

計 2,985 155 11 170 2,958 6,529

無形固定

資産
ソフトウエア 38 46 － 17 67 －

リース資産 0 － － 0 0 －

電話加入権 22 － － － 22 －

計 61 46 － 17 90 －

（注）　当期増加額の主なものは、次のとおりであります。

工具、器具及び備品 工 具 器 具 27百万円

 什 器 備 品 62百万円

 金 型 19百万円

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 11 0 11 0

賞与引当金 235 221 235 221

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日
９月３０日

３月３１日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

みずほ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　－

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公

告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

https://www.nippon-antenna.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定

による請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける

権利以外の権利を有しておりません。

 

EDINET提出書類

日本アンテナ株式会社(E01848)

有価証券報告書

74/79



第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第64期）（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月30日関東財務局長に提出。

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

平成29年６月30日関東財務局長に提出。

(3) 四半期報告書及び確認書

（第65期第１四半期）（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）平成29年８月４日関東財務局長に提出。

（第65期第２四半期）（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）平成29年11月２日関東財務局長に提出。

（第65期第３四半期）（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月２日関東財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

平成29年７月３日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨時

報告書であります。

平成29年11月20日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（主要株主の異動）に基づく臨時報告書であります。

平成30年２月27日関東財務局長に提出。

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）に基づく臨時報告書であります。

(5) 臨時報告書の訂正報告書

平成30年２月27日関東財務局長に提出。

平成30年２月27日提出の臨時報告書（代表取締役の異動）に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

   平成３０年６月２９日

日本アンテナ株式会社    

取締役会　御中    

    

 新日本有限責任監査法人

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 稲垣　正人　　印

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 千足　幸男　　印

    

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本アンテナ株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本

アンテナ株式会社及び連結子会社の平成３０年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本アンテナ株式会社の平

成３０年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。
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監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、日本アンテナ株式会社が平成３０年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書及び内部統制監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は
当社が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

   平成３０年６月２９日

日本アンテナ株式会社    

取締役会　御中    

    

 新日本有限責任監査法人

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 稲垣　正人　　印

    

 
指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士 千足　幸男　　印

    

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている日本アンテナ株式会社の平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第６５期事業年度の財務諸表、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を
行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本アン
テナ株式会社の平成３０年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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